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保険制度の構成要件に関する一考察
徳常泰之
1. はじめに
人間が生存していくその過程においては，偶然に「損害」を引き起こす
可能性がある各種の危険（リスク）が付随することは必然である。身の回
りに存在する危険を列挙してみると死亡・疾病・傷害・失業・交通事故・
住宅火災・地震・風水害・工場爆発・航空機墜落など枚挙に暇がない。
各種の危険が具体化することにより，各種の損害を引き起こすことにな
る。各種の損害は精神的影響（精神的不安）を与えるものと経済的影響
（経済的不安）を与えるものに区分することができる閃
以下，本稿では経済的影響を与えるものに焦点を当てて考察を加えてい
くことにする。悪い経済的影響を被る恐れがある場合，当然そこには各種
の経済的悪影響（危険・損害）からの保障欲求が萌芽することになる。
そしてこの種の保障欲求を充足するために，われわれが利用できる主な
手段として「貯蓄」と「保険」が考えられる。「貯蓄」は事故発生前の経
済的余剰を各自で蓄え，事故発生に伴い生じた損害に充当するという自己
単独の制度である。しかし「貯蓄」は万全の制度ではない。
その一方「保険」という経済的制度が保障欲求を充足させるためのひと
1)偶然事故に遭遇した結果，悪影響を被らない可能性も存在するが，通常は何らか
の影響（精神的・経済的）を受けるという主旨の指摘に従う。（三浦義道「保険學」
巖松堂書店大正15年p.57)
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つの主要な選択肢として考えられる。
「経済的不安」と関係を持っている経済単位は人である。この場合の
「人」とは自然人と法人とを区別する必要性はないと考えられる。ただし，
自然人を取り巻く経済的不安と，法人を取り巻く経済的不安とを比較した
場合双方に共通する経済的不安もあれば根本的に異なる経済的不安も
存在する。経済的不安の質的，量的差異が両者の間には認められる。しか
しながらこの両者間の経済的不安の差異は「保険の本質」を考慮するにあ
たりなんら影響を与えるものではない。
本稿では．「保険」というひとつの経済的制度が成立するために必要な
要件を考察．再確認していくことを主たる目的とする。
2. 保険の構成要件
以下，本稿では主に小島昌太郎先生の分類に従い，保険の構成要件につ
いて考察を加えていくことにする。
2 -1 目的
「保険は経済生活を安固2)ならしむることを目的とする門
本稿の冒頭でも指摘したが，われわれが生存していくその過程におい
て．「損害」を発生させる可能性がある各種の危険・リスクが付随するこ
とは必然である。
われわれの「経済生活の不安定の原因4)」となるものは．「偶発的なる
人為的自然的もしくは社会的の各種の事件門である。この種の事件の発
2)広辞苑第 5版によると．「安固」とは， しつかりとしていて揺るぎ無いこと。安
全で堅固なことを意味する。
3)小島昌太郎「保険本質論」有斐閣昭和 3年pp.424-426
4)同上書p.424
5)同上書pp.424-425
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生可能性（リスク）を完全に除去することは不可能である。各種の危険が
具体化する可能性が存在することが経済的窮乏に陥る不安・恐怖につなが
る。
この場合の「経済的」とは客観的基準の一種である貨幣にて経済的不安
の程度，被るかもしれない予想損害額を評価することが可能であるという
ことを意味する。
必然的に各種の危険に対処するための何らかの手段が必要となる。経済
的窮乏に陥る不安・恐怖を取り除く必要がある。そして． ここに保険制度
の目的．存在事由を見つけることができると考えられる。
保険制度は経済的生活を不安定にさせる恐れのある危険が存在しなけれ
ば．この制度は存在しない。保険は経済的窮乏に陥るかもしれないという
不安の源泉に対処するための手段である。保険に関する古い諺（ことわ
ざ）でも「危険なければ保険なし」といわれる所以である。
保険は経済的生活を不安定にさせる恐れのある危険を取り除こうとする
ものであるが．保険はあくまでも経済的影響に対処するもので．精神的影
響に対処するものではない。精神的影響は経済的評価を客観的に測定する
ことが困難であるからである。あくまで保険が填補しうるのは．貨幣で計
測・測定・評価できる損害（経済的損害）のみである。精神的影響．精神
的損害は「保険」という制度には適合しないと考えられる。「偶然にして
測定しうべき財産上の需要を充足することを目的とする門制度が保険で
ある。
「現代経済組織の欠陥を補う役目を務める”」働きを持ち，「経済上の不
利益な不均衡を均衡門にする役割を保険制度が果たしていると考えられ
る。
つまり．保険制度の目的は人が生活していく上で必然的に付随する各種
6)加藤由作「保険概論」巖松堂書店昭和23年pp.2-3
7)小島昌太郎前掲書p.426
8)佐波宣平「保険學講案」有斐閣 昭和26年p.3
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の経済的不安を除去，軽減することにあると考えられる。保険制度は「未
来の災害に対する予備門という考え方を具現化したものでわれわれの経
済生活を安定させるために必要な制度である。
2-2 経済的制度
「保険は特定事件に関連するところの経済的不安に対して経済上の保障
を与えるものである皿」
保険制度は「経済制度の一種11)」である。保険という経済的制度は単に
「偶然的事件が発生した場合に始めて取られる善後策ではなくて，偶然的
事件の発生及びその結果を予想して， これに対して準備する12)」制度であ
り，一定の偶然事件により阻害されるかもしれない「稼得の確保13)」を目
的とした経済的制度であると考えられる。
また保険制度は経済的悪影響が具体化する前に構築されていなければな
らない。「経済的事前の施設14)」であることが求められる。
ある事件が発生することにより，経済的悪影響が具体化する。その結果
「支出可能額と支出必要額の均衡が破られ経済上の窮乏に陥る恐れが生ず
る15)」ことになる。
各種の危険が具体化することにより，各種の損害を引き起こすことにな
る。以下，本稿では，経済的影響（経済的不安）を与えるものに焦点を当
てて考察する。
この種の経済的悪影響に対処する方法として形而上的に処理しようとす
る方法と形而下的に処理しようとする方法とが考えられる16)。形而上的に
9)粟津消亮「保険學網要」巖松堂書店大正13年p.3,p.121 
10)小島前掲書pp.426-428
11)勝呂弘「保険學」叢文閣昭和14年pp.48-49
12) 白杉三郎「保険學継論」千倉書房昭和24年p,29
13)同J:書p.19
14)星野良樹「保険学入門」同文舘昭和60年p.55
15)小島前掲書p.427
16)白杉前掲書p.12
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処理しようとする方法は「信仰又は宗教の力によって生活不安に対して安
心立命m」を図ろうとするものであるから，ここでは形而下的に処理しよ
うとする方法に限定して考察を加えていくことにする。
各種の損害が生じた結果経済上の窮乏に陥る可能性があるため，経済
的不安が存在する。この不安を解消するためのひとつの経済的手段が「保
険」である。それゆえ，「所得を減滅させず，支出の必要を生じない事件
は経済生活を脅かすことはない18)」ため，その種の事件に対する保険の必
要性は認められず，保険制度が存在する余地はまったくないと考えられ
る。
経済上の保障とは，特定事故が発生し何らかの経済的損害を被った場合
に一定の給付を行い，滅失した経済的価値の回復を行うことである。経済
的窮乏が生じた場合，「経済生活の確保19)」するための「貨幣の獲得20)」
を制度の主たる目的としているため，給付の態様は金銭の給付という形態
を取ることが多いが，その形態は不問である。そのため金銭給付以外にも
現物給付の形態や，役務（サービス）給付の形態も存在する。
保険制度に関連する特定事故（保険事故）の要件については，次節で考
察を加えることにする。
2-3 特定事故における偶然性の存在
「保険は偶然に発生する性質を持つ特定事件を以って，その標識となす
ものであるm」
偶然的損害とは発生が思いがけず，また発生が予期できないもので．結
果として偶然に発生するものである22¥
17)白杉前掲書
18)小島前掲書p.428
19)西藤雅夫「保険學新論」立命館出版部昭和17年p.4
20)同上書
21)小島前掲書pp.428-438
22) Rejda, G. E., "Principles of Risk Management a叫 Insurance≫7thed., (Addison 
Wesley, 2001) p.21 
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偶然事件発生に伴う「偶発的入用の予見23)」をすると言うことは，そこ
に危険の存在を知覚，認識していることが前提となる。
「偶然に発生する性質を持つ特定事件」という表現については「危険の
前提（粟津）」，「偶然事件の存在（西藤）」，「一定の偶然的危険（白杉）」，
「経済的損失を伴う偶然事件を前提とすること（鈴木）」，「一定の危険（勝
呂）」など異なる表現ではあるが多くの先生方が，保険制度の構成要件と
して挙げられている。
保険制度が対象とする損害は「思いがけない事故によるものでなければ
ならない24)」点を改めて指摘しておく。つまり，「特定の偶然事故」を対
象とするものであるが， この特定事故にはいくつかの要件が存在する。こ
の点について若干の考察を加えていくことにする。
保険の関連する特定事故（保険事故）の要件の中でも最大の要件は，事
故発生に際し何らかの「偶然性」が存在しているということである。発
生，時期態様の不確実性が要件となる。経済的不安の具現化，特定事件
の発生に際しては，そこに「偶然性の存在」が絶対的要件として求められ
る。
例えば交通事故のように事故の発生そのものが発生するか否かが個別経
済単位にとって不確実であるか，または例えば人の死のように発生するこ
と自体は個別経済単位にとって確実であるが発生の時期が不確実でなけれ
ばならない。ここに偶然性が存在すると言える。人について発生する特定
事件を対象とする保険を人保険，物について発生する特定事件を対象とす
る保険を財産保険と称する。
事故発生の有無，事故発生の時期，事故発生の態様25)すべてが必然で
ある場合，そこには偶然性が存在しないことになる。そのため，その場合
23)勝呂前掲書p.37
24) Rejda op.cit., p.21 
25)発生時期．態様の 3種類の不確実性が存在するが「態様の不確実性のみに対す
る保険は知られていない（白杉前掲書p.16)」
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には保険が存在する必要性はまったく認められない。
また偶発事件の発生可能性を個別経済単位が知覚，認識しているという
ことが保険制度が存在するための前提条件となる。危険の存在を認識して
いないところに．危険が存在しないと断言できるとは限らない。潜在的危
険も多数存在するからである。しかし危険の存在を認識していない限り保
険という手段を積極的に利用することは考えにくい。
ただし，例えば「交通事故を起こさないから自動車保険は不要だ」とか
「病気にならないから保険は不要だ」など．危険の客観的評価を誤り，個
別経済単位による危険の主観的評価で保険団体へ加入することを意図的に
拒否する可能性は存在していると考えられる。
特定事件に偶然性が必要となるのは「事件の確定．不確定を決する時期
は保険開始26)」の時点である。
2-4 共通準備財産の構成
「保険は共通準備財産を作成することによって，経済生活を安固ならし
めるひとつの仕組みである27)」
保険制度は偶然的損害に対する経済上の準備手段として構成員から拠出
金を集積し共通準備財産を作成し，一定の条件で支払がなされる。これに
より経済上の不安を除く役割を果たしている。
共通準備財産の成立条件は「多数経済主体の結合」，「相互主義の存在」
および「目的とする事件は多数人に対して同時に発生するものではない」
ことが成立条件として求められる28)0 
「ひとりはみんなのため，みんなはひとりのため (Onefor Al, All for 
One)」という格言は相互主義を端的に表現しているし，また保険の世界
でもよく用いられる。保険は相互性の原則に基づくといわれるが，これは
26)白杉前掲書p.17
27)小島前掲書pp.438-445
28)同上書pp.441-444
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「特定の保険組織に限られたものではない29)」と考えられる。
特に生命保険は，共同体内の「相互扶助の精神」から生成してきている
という歴史的事実もある。そのため共通準備財産を形成する各構成員の間
には相互主義（有意識・無意識）が存在すると考えられる。
しかし今日の保険制度において求められる相互性は「技術的なもの30)」
であって，「倫理的なもの31)」ではないと考えられる。実質的な相互主義
は既に形骸化しているとの指摘もあるが，ここで言う「相互主義」は実質
的であるか，形式的であるかをあえて問う必要性はないと考えられる。
同種の損害発生の危険を保有する人が集団を構成する。共通準備財産を
構成するためには，保険団体を構成する必要性があり，「共通準備財産を
構成する」ことと「保険団体を構成する」ことは密接な関連性があると考
えられる。保険団体の構成については次節において考察する。
2-5 保険団体の構成
「保険は保険団体なるものを組織して共通準備財産を作るぬ」
保険制度は，多数の経済主体の結合により保険団体を構成することを前
提条件としている。損害をプール化したり共有することは保険制度の中心
部分である33)。同種の経済的悪影響を被る恐れのある多数の経済主体が
「相互主義」により共通準備財産を作成し，経済的悪影響が具現化したと
きに対処しようとする仕組みである。
「貯蓄」という制度が経済的悪影響に対する保障欲求を充足する一手段
として存在していることについては冒頭で触れた。
貯蓄は多数人の共同によって行われるものではない。そのため，保険制
29)白杉前掲書p.23
30)同上書
31)白杉前掲書p.23
32)小島前掲書pp.445-448
33) Rejda op.cit., p.20 
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度とは根本的に異なる。また「貯蓄」ではその計画の途上で，経済的悪影
響を被った場合に利用できる財産は経済的悪影響が発生した時点までに貯
蓄した金額が上限となる。充分な金額が貯蓄されている場合には問題は生
じないが，当然不足する場合も考えられる。「予測不可能の偶然事件が目
標とする貯蓄額達成以前に発生したときまた目標額を達成したとしてもそ
れ以上に偶然事件がもたらした結果（損失）が大となったときは，それに
対処することが不可能34)」となるため，「貯蓄」という制度の限界がここ
にあると考えられる。
一方，保険制度は「多数人の共同」によって構成されているため，個別
経済単位が拠出した金額について限定してみれば不足する場合でも，損害
の程度や契約に応じて損害填補を受けることが可能となる。
この「保険団体」という表現についても「多数人員の結合（粟津）」，
「多数人の共同35)(西藤）」，「多数経済の集合（白杉）」，「多数の経済主体
が集合すること（鈴木）」，「相互的充足を目的とする多数人の団結（勝
呂）」，「多数経済単位の存在が前提（加藤）」，「団体の構成（三浦）」など
論者によって異なる表現ではあるが，多くの先生方が保険制度の構成要件
として挙げられている。
保険制度は個別の経済単位から見れば保険団体に対して「危険の転嫁」
させる役割を果たしている。危険の転嫁は保険の軍要な要素である36)。一
定の拠出金（保険料）を支払うことにより，特定の事故発生で被った経済
的悪影響を排除することが可能となる。
保険団体というものは「具体的なものであるのか，それとも抽象的なも
のであるのか」という点で議論が分かれるところではある。しかし， この
点についてはあえて結論を出さずにおきたい。しかし少なくとも保険団体
とは団体主催者（保険者）と個別経済主体が「保険関係」という一種の契
34)星野前掲書p.9
35)西藤前掲書p.4
36) Rejda op.cit., p.21 
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約の連鎖によって．その各々の構成員（多数の経済主体）が連結している
団体であると言える。
保険団体は団体構成員各自の拠出金で共通準備財産を形成することにな
るが，保険団体に帰属しているという意識（相互主義の意識）は必ずしも
必要とはされていないと考えられる。しかし，相互主義の意識については
「保険経営技術のうちに充分生かされている37)」と考えることが可能であ
る。
同種の経済的悪影響の存在するということが同種の経済的欠乏を招致す
る可能性があり，さらに同種の経済的需要を生み出す。その結果．多数の
同種の経済的需要の結合がなされることになる。同種の危険にさらされて
いる多数の構成員をもって保険団体を構成しなければならない理由とし
て，大数の法則を適用させる必要性があることが挙げられる。
なお大数の法則については次節で，拠出金については 2-8で考察を加
えることにする。
2-6 大数の法則 (TheLaw of Large Numbers) 
「保険は大数法の原則に従い，共通準備財産を作る38)」
一見すると偶然に見える出来事であっても，観察する数を増加させてい
くとある一定の性向が見えてくる。「偶然な出来事の観察対象数が増えれ
ば増えるほど，実際の結果が予測された結果に一層接近する39)」という法
則である。これを「大数の法則 (TheLaw of Large Numbers)」と言う。
大数の法則は保険制度の根幹を成す非常に重要な法則である。
個別の経済単位，一個人にとっては偶然性を有する事件であっても，同
種の事件発生可能性にさらされている不特定多数人に対しては偶然性を失
う（＝確定性を有する）ことになる。つまり保険事件発生の蓋然率を算出
37)星野前掲書p.52
38)小島前掲書pp.448-459
39) この点については多くの論者が指摘している。
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することが可能となるのである。
この大数の法則が持つ性質を利用することにより，保険に関する特定事
故の発生可能性を，事前に把握することが可能となる。
保険は「過去の経験的資料を基に未来を予測40)」することによって成立
する制度である。そのため保険は「本来未来のものであると同時に過去の
もの41)」であると言われるのである。保険は「大数法則に依拠する組織42)」
である。そのため保険団体は「すぐれて社会的性格をもつ組織43)」である
とも言える。
ただし大数の法則は必ずしも万能ではない。大数の法則を用いることに
より集団全体における事故発生の可能性を把握することは可能である。し
かし，集団内の個別経済単位における事故発生の可能性を正確に把握する
ことは不可能である。
「予期される損害を保険者が事前に正確に計算できた場合にのみ44)上保
険制度を安定して運営することが可能となる。なぜなら「損害が正確に予
測される場合に，危険は軽減される45)」からである。大数の法則を利用し，
危険を集積することが「保険プール全体にとって危険を減少させることに
なるという点に関しては何の魔術も存在しない46)」のである。
ある偶然性を持つ特定事故が発生することにより経済的悪影響を引き起
こすもので，過去の統計的資料や経験的資料を用い，特定事故の発生の蓋
然率を算出可能なものが保険化可能危険であると考えられる。保険化可能
40)佐波前掲書p.2
41)同上書
42)同上書p.1
43)同上書
44) Williams, C. A., Heins, R. M. "Risk Management and Insurance" 6th ed., (McGRAW-
Hil, 1989) p.251 
45) Dorfman, M. S., "Introduction to Risk Management and Insurance" 6th ed., (Prentice 
Hall, 1998) 
46) ibid., Dorfman 
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危険にはいくつかの要件が存在するが， とりわけ重要なものは「大数の法
則が適用される」ということである。
保険制度にとって「大数の法則」は必要不可欠な法則である。
2-7 個と団体との相関関係
「ひとつの保険関係においては給付と反対給付との価値関係は不確定性
を持つ47)」
ある構成員が拠出した金額と受給した金額は必ずしも一致しない。保険
団体全体の関係を見る必要性がある。保険と賭博は似て非なるものである
が，「保険契約は賭博と混同される48)」ことがある。保険制度は少額の拠
出金で必要な補償を得ることができるため，一種の射倖的契約の側面を有
していることもまた事実である。
事故発生に際して経済的保護の対価として事前に，保険団体に対して拠
出されるいわゆる保険料（営業保険料）は，一般に「純保険料」と呼ばれ
る部分と「付加保険料」と呼ばれる部分により構成されている。保険料＝
純保険料＋付加保険料ということである。
保険団体を構成し，保険団体を運営する上で必要とされる各種の費用に
充当されているのが付加保険料である。
純保険料は大数の法則を用い算出された事故発生率と予想損害額を元に
算出される。つまり，純保険料は合理的計算に基づいているということで
ある。
保険団体が理論上必要となる構成員からの拠出合計額は，事故発生回数
と損害額を掛け合わせた金額になる。
純保険料=Pn
損害額（平均損害填補額） =Z 
全加入者=m
47)小島前掲書pp.459-462
48) Williams op.cit., p.244 
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加入者のうち損害填補を受ける者=e
これらの関係を表すと次のようになる。
m ・ Pn = e ・ Z・・・・・ ( 1 ) 
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全加入者から集めた純保険料の合計額（左辺）と加入者のうち損害填補
を受ける者に支払われた損害額の合計額（右辺）が等しくなるという式で
ある。
(1)式を変形させると，次のような (2)式が導かれる。
Pn = e/m ・ Z・・・・・ ( 2 ) 
elmについては，全加入者を分母とし，加入者のうち損害填補を受け
る者を分子としている。つまり「加入者のうち損害填補を受ける者／全
加入者」ということになる。そのため全加入者のうち，事故にあった加入
者の割合，つまり事故発生率と換言することができる。そして (2)式を
W=e/m (W=事故発生確率）として変形させると，次のような (3)式
が導かれることになる。
Pn = W ・ Z・・・・・ ( 3 ) 
各自が保険団体に加入する際に拠出しなければならない金額 (Pn)は，
事故発生確率 (W)に平均損害額 (Z)を掛け合わせた金額になる。
(1)式は「収支相等の原則」と呼ばれる原則， (3)式は「給付反対給
付均等の原則」と呼ばれる原則でいずれも，保険システムの土台となる重
要な原則である。収支相等の原則と給付反対給付均等の原則は「全体的な
原則か，個別的な原則か」，「保険者（保険団体）の視点に立つものか，契
約者（団体構成員）の視点に立つものか」という相違はあるが表裏一体の
関係にあることが分かる。
保険団体へ参加しようとする者は，各自，危険の量，質に応じて一定の
拠出金を提供することになるが，保険団体参加者全体としてその収支が均
衡するように算出されなければならない。
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2-8 拠出金・賦課金
「保険は有償である49)」
拠出金．賦課金．分担．保険料など異なる呼称が存在する。また論者に
よっては「出資」という表現をされる50)場合もある。しかし呼称は違え
ども本質は同一のもので実質的な差異は認められないと考えられる。
拠出金は，大数の法則を用い，算出された事故発生の蓋然率および予想
損害額から合理的に算出される。
保険は加入者に対し無償で提供されるものではない。共通準備財産を構
成するためには，構成員各自が一定の資金を拠出しなければならない。通
常保険料と呼ばれている拠出金は保険団体加入時に，拠出されなければ
ならない。偶然事故の結果．経済的悪影響を受けた際に保険金を受け取る
ために．あらかじめ拠出金として保険料が保険団体に対して払い込まれて
いなければならない。保険料の前払い制度は現代的保険におけるひとつの
大きな特徴である。
保険制度が誕生し，原始的形態を取っていた初期の頃は．事前に事故発
生率や予想損害額を算出することが困難であったため．事後的に賦課する
方式も存在した。事後的に賦課手続きを行う方式は「合理的料率を見出し
得ざる原始的状態の保険においては，やむを得ず行われたもの51)」である。
この原始的保険制度一賦課式保険制度ーでは．用益を受けるもの各自に事
後的に賦課された。よって事前に加入者の負担額を確定することができな
いという問題点と「醸金払込の際に至って，その義務を履行し得ざる加入
者切」の存在が問題となった。そのため結果として「保険金支払の基礎が
不確定53)」になる事態を招致してしまうことになる。事後的救済．賦課額
49)小島前掲書pp.462-467
50)粟津前掲書p.139
51)小島前掲書p.464
52)同上書
53)同上書p.464
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も事後的に決定される原始的保険では，経済生活の安定を求めるという目
的を達成することは困難となる可能性も否定できない。
保険料率算定に当たっては， (1)Adequacyの原則， (2)Equityの原
則および (3)Not Excessiveの原則が守られなければならない。
(1) Adequacyの原則
「保険」という商品は製品差別化が非常に困難な商品である。そのため
保険会社が自由に競争を行なうと，保険料率引き下げ競争，価格競争とな
る可能性が大いに存在する。付加保険料の部分の引き下げならまだしも，
保険経営の原則を無視した価格競争が行なわれると，結果として最悪の場
合保険会社の倒産を招くことになる。いったん保険会社が倒産すると，多
くの保険契約者，被保険者に多大の迷惑をかけることになるのは，近年続
発した「保険会社の倒産劇」を見るまでもなく明らかである。
保険事業は現金を預かり，将来の保険金給付を約定する公共性の強い事
業であるから，その存続・成長が当然要請される。存続・ 成長のために
は，保険料率は保険金支払を完遂し，保険企業の運営のために必要な事業
費や適切な利潤が確保できるように定められていなければならない。
つまり「保険料は安すぎてはならず，保険事業の生存のために十分でな
ければならない54)」ということである。
(2) Equityの原則
拠出金は構成員が保有し，保険団体に転嫁しようとする危険の性質，量
を勘案し，その程度に応じて公平，合理的であることが求められる。「公
平なる分担55)」でなければならない。危険の程度に応じて公平で，危険の
度合を正確に反映し，「給付反対給付均等の原則が理論上成立するもので
無ければならない56)」ということである。
このEquityの原則については「合理的計算に基く醜金（白杉）」，「醜出
54)亀井利明「保険総論」同文舘昭和62年p.212
55)勝呂前掲書pp.43-48
56)亀井前掲書p.212
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は公平であること（星野）」など論者によって異なる表現ではあるが，拠
出金算出に必要な要件として挙げられている。
(3) Not Excessiveの原則
保険料率の算定に際しては，保険数理人と呼ばれる専門家が専門的知
識資料をもって算出する。一般の保険契約者にとっては保険者より提示
された数字（保険料）を疑う術はなく，信ずるより他ない。しかし保険者
と保険契約者間の所有する情報の格差が質および量の両面で歴然と存在す
ることもまた事実である。
それゆえ「保険料率は公正妥当で，決して高すぎるものであってはなら
ない57)」ということが保険者に求められることになる。
前節で考察した「大数の法則」，「収支相等の原則」および「給付反対給
付均等の原則」を土台として合理的計算に基づく拠出金の額，料率が算出
されなければならない。特定事故発生に対処するために構成する経済的準
備は「合理的計算に基づく拠出によって行われること（鈴木）」が要件と
なるということである。
また，現在では前払い方式が採用され，事前に拠出がなされている。こ
れらの要件を具備した保険制度が近代的保険制度といえる。
3. おわりに
以上，保険制度を構成する各要件について考察を加え，確認してきた。
保険制度を構成する要件についてまとめると，およそ次のようになると考
えられる。
・経済的悪影響を及ぼす可能性のある特定の偶然的事件が存在することの
認識
・保険団体を構成し共通準備財産を構成する経済的制度の一種
57)同上書p.213
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・大数の法則などを用い算出された合理的な拠出金
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これらの諸要素は相互不可分の関係にあると考えられる。保険の構成要
件の細部については論者により線引きや表現が異なる場合もあったが，保
険の構成要件に本質的な差異はないものと考えられる。
保険制度は「私有財産制度と自己責任の原則に立脚する現代の経済組織
を前提58)」として存在するものである。偶然的事件が引き起こす経済的悪
影響に対して「個人自らが配慮することを要しないで．社会が直接にこれ
を負担するような経済組織の下に於いて偶然的事件に対する対策としての
保険の存在理由はない59)」と考えられるからである。
保険制度が対象とすることができる危険，填補することができる損害
は．貨幣で計測できる損害（経済的損害）のみである。精神的損害は損害
額の客観的な評価が困難であるため．精神的損害は保険という制度に適合
しないと考えられる。
保険制度は経済的損害の保障措置のひとつの体系であり，経済的制度の
ひとつに過ぎない。社会全体でみた場合の「経済上の不利益な不均衡を均
衡細」に導く機能を保険制度が果たしている。経済生活を不安定に脅かす
要因を排除するということは．われわれの生活上の危険に密接に関係する
ものである。
経済生活を不安定に脅かす危険には適法性．経済性．確定性がなければ
ならない。ここに被保険利益の存在，保険の目的が求められることにな
る。なお， この点については非常に重要な問題を含んでいるが．紙幅の関
係上別の機会に考察したいと考えている。
保険制度の構成要件を考察することにより．また保険化の限界，保険化
可能危険の限界も浮かび上がってくると考えられる。なぜなら本稿におい
て考察を加えた保険の各種の構成要件を充足することができない場合（特
58)白杉前掲書p.15
59)同上書
60)佐波前掲書p.3
112 (976) 第 47巻第 6 号
に大数の法則を充足することができない「危険」）には，保険として成立
することは困難であると考えられるためである。ただし，実際は保険数理
技術により保険化されている危険が存在することも事実である。
保険制度を構成する要件に関する研究は，古くて新しい研究テーマであ
る。保険論，保険学の存立基盤は，「この保険とは如何なるものであるか
の認識61)」する所にある。保険論，保険学を「一つの科学であるとなす以
上は， この問題に徹底することなくして，何らの価値を認めることができ
ない62)」と考えられるため，あえてこのテーマに取り組んでみた。
そのため，到底小生ごときの若輩者に「保険の構成要件」に関する完全な
る結論を導き出せる研究テーマではないことは承知の上だが，本稿におけ
る考察を今後，「保険」を研究していく上での礎石としたい。
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